
主担当省庁 関係省庁

大分類 １） ２）

Ａ　農業，林業 農林水産省

Ｂ　漁業 農林水産省

Ｃ　鉱業，採石業，砂利採取業 経済産業省

Ｄ　建設業 国土交通省

下記以外 経済産業省

農林水産省、財務省

農林水産省

経済産業省

厚生労働省 経済産業省

経済産業省

総務省（情報流通行政
局）、経済産業省

総務省（情報流通行政
局）

経済産業省

国土交通省

総務省（情報流通行政
局）

 Ｉ  卸売業，小売業 経済産業省

農林水産省

631中小企業等金融業

632農林水産金融業 農林水産省

643クレジットカード業，割賦金融業 経済産業省

643以外

経済産業省

総務省（統計局）

厚生労働省

経済産業省

経済産業省

総務省（統計局）

経済産業省

農林水産省

国土交通省

経済産業省

経済産業省

経済産業省

274医療用機械器具・医療用品製造業

日本標準産業分類（令和３年４月)における分野

中分類

01農業～02林業

03漁業（水産養殖業を除く）～04水産養殖業

05鉱業，採石業，砂利採取業

161化学肥料製造業、1655動物用医薬品製造
業、1692農薬製造業

06総合工事業～08設備工事業

Ｅ　製造業

09食料品製造業、10飲料・たばこ・飼料製造業、12木材・木製品製造業
（家具を除く）

165医薬品製造業（1655動物用医薬品製造業を
除く） 厚生労働省

小分類、細分類　　　３）

日本標準産業分類改定原案作成作業分担表

36以外

36水道業

Ｇ　情報通信業

37通信業

38放送業

39情報サービス業

40インターネット附随サービス業

41映像・音声・文字情
報制作業

4112テレビジョン番組制作業（アニメーション制作
業を除く）及び4122ラジオ番組制作業

上記以外

総務省（情報流通行政
局）

Ｆ　電気・ガス・熱供給・水道業

69不動産賃貸業・管理業

70物品賃貸業

Ｈ　運輸業，郵便業

49以外

49郵便業（信書便事業を含む）

Ｊ　金融業，保険業

62銀行業
金融庁

63協同組織金融業

64貸金業，クレジット
カード業等非預金信用
機関

金融庁65金融商品取引業，商品先物取引業

50各種商品卸売業～61無店舗小売業

52飲食料品卸売業、58飲食料品小売業

66補助的金融業等

67保険業（保険媒介代理業，保険サ－ビス業を含む）

Ｋ　不動産業，物品賃貸業

68不動産取引業
国土交通省

725、726、728以外

73広告業

726デザイン業

728経営コンサルタント業、純粋持株会社

741獣医業

742土木建築サービス業

744商品・非破壊検査業、746写真業、
749その他の技術サービス業

743機械設計業、745計量証明業

Ｌ　学術研究，専門・技術
    サービス業

74技術サービス業（他
に分類されないもの）

71学術・開発研究機関

72専門サービス業（他
に分類されないもの）

725社会保険労務士事務所
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主担当省庁 関係省庁

大分類 １） ２）

日本標準産業分類（令和３年４月)における分野

中分類 小分類、細分類　　　３）

日本標準産業分類改定原案作成作業分担表

Ｍ　宿泊業，飲食サービス業 厚生労働省

農林水産省

厚生労働省 経済産業省

国土交通省

経済産業省

総務省（統計局）

80娯楽業

文部科学省 厚生労働省

821社会教育、822職業・教育支援施設 文部科学省 厚生労働省

厚生労働省

経済産業省 文部科学省

Ｐ　医療，福祉 83医療業～85社会保険・社会福祉・介護事業 厚生労働省 経済産業省

86郵便局 総務省（情報流通行政
局）

87協同組合（他に分類されないもの） 農林水産省

88廃棄物処理業 環境省

厚生労働省

経済産業省、文部科
学省、厚生労働省、農
林水産省

89自動車整備業 国土交通省

90機械等修理業（別掲を除く） 経済産業省

91職業紹介・労働者派遣業 厚生労働省

92その他の事業サービス業

9221ビルメンテナンス業

総務省（統計局）

93政治・経済・文化団体 総務省（統計局） 経済産業省、厚生労
働省、文部科学省

94宗教 文部科学省

95その他のサービス業 厚生労働省

総務省（統計局）

96外国公務 総務省（統計局）

Ｓ　公務（他に分類されるものを
除く）

97国家公務～98地方公務 総務省（統計局） 関係する全省庁

総務省（政策統括官室）

（注）

１．主担当省庁が改定原案を取りまとめ、事務局（総務省政策統括官室）に提出するものとします。

２．関係省庁は、主担当省庁が改定原案を取りまとめるに当たり、主担当省庁に対し、事前に意見出し等を行うものとします。

　　関係省庁の欄には、現在判明している省庁を記載しています。ここに記載のない省庁であっても、主担当省庁に対する事前の意見出しは可能です。

　　関係省庁については、表示した産業分類に対して部分的に関係する場合があります。

厚生労働省8021劇場

8022興行場

Ｎ　生活関連サービス業，
     娯楽業

78洗濯・理容･美容･浴場業

79その他の生活関連
サービス業

796冠婚葬祭業

791、796以外

経済産業省

791旅行業

厚生労働省

922以外

Ｑ　複合サービス事業

Ｒ　サービス業（他に分類され
     ないもの）

8891 死亡獣畜取扱業

8899 他に分類されない廃棄物処理業

952と畜場

952以外

Ｏ　教育，学習支援業

81学校教育

82その他の教育，学習
支援業

8222職業訓練施設

823学習塾、824教養・技能教授業

※　各産業における小分類「管理、補助的経済活動を行う事業所」

9229その他の建物サービス業

8011映画館

75宿泊業～77持ち帰り・配達飲食サービス業

76飲食店、77持ち帰り・配達飲食サービス業
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